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【資料２】職員アンケート調査の結果 

 

  前計画の内容に関する職員の意識や現状等を把握し、本計画策定の参考にするため、令和６

年１０月に職員アンケート調査を実施しました。 

 

職員アンケート調査方法 

   ・調査方法     無記名式   

   ・調査期間    令和６年１０月 

   ・調査対象者   知事部局、議会事務局、監査委員事務局、人事委員会事務局、企業局の 

職員（会計年度任用職員、臨時的任用職員及び非常勤職員を含む） 

   ・調査客体数   ７,９６８人 

   ・調査回答数   ４,２８４人（男性２,６９５人 女性１,５６９人 その他２０人）    

   ・回答率     ５３．８％ 

【調査結果】 

１ 回答者の属性 

 ① 男女割合 

   

  

 

 

 

② 性別の年齢構成 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 本庁・出先機関 

 

 

 

 

男性 女性 その他 合計

人数 2,695人 1,569人 20人 4,284人

割合 62.9% 36.6% 0.5% 100.0%

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

20歳未満 20人 0.7% 7人 0.4% 0.0% 27人 0.6%

20～24歳 177人 6.6% 140人 8.9% 2人 10.0% 319人 7.4%

25～29歳 313人 11.6% 232人 14.8% 1人 5.0% 546人 12.7%

30～34歳 305人 11.3% 166人 10.6% 4人 20.0% 475人 11.1%

35～39歳 276人 10.2% 129人 8.2% 0.0% 405人 9.5%

40～44歳 195人 7.2% 116人 7.4% 3人 15.0% 314人 7.3%

45～49歳 296人 11.0% 185人 11.8% 1人 5.0% 482人 11.3%

50～54歳 401人 14.9% 286人 18.2% 3人 15.0% 690人 16.1%

55～59歳 425人 15.8% 218人 13.9% 3人 15.0% 646人 15.1%

60歳以上 287人 10.6% 90人 5.7% 3人 15.0% 380人 8.9%

合計 2,695人 100.0% 1,569人 100.0% 20人 100.0% 4,284人 100.0%

年齢
その他女性男性 合計

0人

0人

本庁 出先機関 合計

人数 1,740 2,544 4,284

割合 40.6% 59.4% 100.0%
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④ 職種 

 

 

 

 

⑤ 職階層構成 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑥ 配偶者の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑦ 義務教育終了前の子どもの有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人数

部長級
次長級

課長級 課長補佐級
係長級

（係長等）
係長級

（係長等以外）

主任主事、主事、

技師、技能員等
再任用職員

会計年度任用職
員・臨時職員

合計

男性 41人 235人 430人 306人 484人 1,053人 78人 68人 2,695人

女性 9人 71人 195人 198人 286人 667人 17人 126人 1,569人

合計 50人 306人 625人 504人 770人 1,720人 95人 194人 4,264人

割合

部長級
次長級

課長級 課長補佐級
係長級

（係長等）
係長級

（係長等以外）

主任主事、主事、

技師、技能員等
再任用職員

会計年度任用職
員・臨時職員

合計

男性 1.5% 8.7% 16.0% 11.4% 18.0% 39.1% 2.9% 2.5% 100.0%

女性 0.6% 4.5% 12.4% 12.6% 18.2% 42.5% 1.1% 8.0% 100.0%

合計 1.2% 7.2% 14.7% 11.8% 18.1% 40.3% 2.2% 4.5% 100.0%

人数
配偶者有 配偶者無 合計

男性 1,854人 841人 2,695人
女性 830人 739人 1,569人

その他 11人 9人 20人
合計 2,695人 1,589人 4,284人

割合
配偶者有 配偶者無 合計

男性 68.8% 31.2% 100.0%
女性 52.9% 47.1% 100.0%

その他 55.0% 45.0% 100.0%
合計 62.9% 37.1% 100.0%

人数
義務教育終了前の子

有り
義務教育終了前の子

無し
合計

男性 839人 1,856人 2,695人
女性 335人 1,234人 1,569人

その他 6人 14人 20人
合計 1,180人 3,104人 4,284人

割合
義務教育終了前の子

有り
義務教育終了前の子

無し
合計

男性 31.1% 68.9% 100.0%
女性 21.4% 78.6% 100.0%

その他 30.0% 70.0% 100.0%
合計 27.5% 72.5% 100.0%

事務職 技術職 現業職 合計

人数 2,556 1,634 94 4,284

割合 59.7% 38.1% 2.2% 100.0%
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２ 子育てを行う職員の意識や職場の状況について 

（１）自身の職場は、子育てのための休業や休暇を取得しやすい状況にあるか 

                       （回答者数４,１５３人） 

「業務執行体制の工夫等により、取得できる状況にある」と回答した職員の割合が５１.

７％と最も高く、次いで「積極的に取得できる状況にある」が３０．７％、「業務が忙しく、

取得しにくい状況にある」が１４．１％となった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）子育てを行う職員が休業や休暇を取得しやすくなるために職場に必要と思うもの 

   （回答者数４,１９５人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.6%

6.3%

17.7%

27.8%

52.3%

52.5%

54.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

特になし

管理職員の意識改善

職場における理解

業務の見直しや削減

業務執行体制の工夫や見直し

育児休業中における代替職員等の確保

31.5%

30.2%

30.7%

55.3%

49.7%

51.7%

9.6%

16.7%

14.1%

3.6%

3.4%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女性

男性

総計

積極的に取得できる状況にある

業務執行体制の工夫等により、取得できる状況にある

業務が忙しく、取得しにくい状況にある

その他
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（３）子育てを行う職員が休業や休暇を取得しやすくなるために必要な支援や施策 

   （回答者数４,１５７人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）育児休業職員の同僚職員への勤勉手当加算制度をどう思うか 

   （回答者数４,２８４人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.7%

10.3%

12.5%

16.6%

17.3%

53.8%

55.9%

62.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

子育て中の職員のキャリア形成のための研修の

充実

仕事と子育ての両立等に関する相談窓口

子育て経験職員による仕事と子育ての

両立体験談等の情報提供やネットワークの充実

出産後８週間に２週間程度の子育てのための

休暇等を、より取得しやすい取組の推進

時差通勤制度の拡大やフレックスタイム制など

多様な勤務形態の充実

在宅勤務を利用しやすい職場環境の整備

子育てのための休暇等を取得しやすい職場

環境の整備

12.7%

18.2%

23.7%

32.9%

46.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

職場におけるチームワークが向上すると思う

気兼ねなく安心して育児休業を取得すること

ができると思う

特に変わらないと思う

支給額が不十分だと思う

育児休業の取得の後押しになっていると思う
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（５）男性職員の育児休業について。（男性職員）育児休業を取得したいか（女性職員）配偶者に

育児休業を取得してほしいか 

   （回答者数４,０２０人） 

「利用したい（してほしい）」と回答した職員の割合が６７．４％、「利用したくない（し

てほしくない）」との回答した職員の割合が６．３％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）男性職員の育児休業について、取得の支障となると思うもの 

   （回答者数３,９７８人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3%

20.0%

26.4%

46.7%

55.4%

65.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

育児休業後に職場復帰する際の不安

取得しづらい雰囲気がある

収入の減少

業務多忙であるため

同僚に負担をかけてしまう

71.5%

65.0%

67.4%

21.9%

28.8%

26.3%

6.6%

6.2%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女性

男性

総計

利用したい（してほしい）

利用したい（してほしい）が難しいと思う

利用したくない（してほしくない）
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（７）「共育て」という考え方を知っているか 

   （回答者数４,１７８人） 

「知っていて、重要だと思う」と回答した職員の割合が４７．５％、「知らなかったし、重

要だとは思わない」との回答した職員の割合が１．９％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）「共育て」の推進のために必要と思うもの 

   （回答者数４,１８６人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.9%

48.4%

47.5%

47.1%

42.3%

44.0%

3.3%

4.8%

4.3%

2.0%

2.5%

2.3%

1.7%

2.0%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女性

男性

総計

知っていて、重要だと思う 知らなかったが、重要だと思う

わからない 知っているが、重要だとは思わない

知らなかったし、重要だとは思わない

1.6%

7.5%

9.8%

36.6%

39.2%

43.6%

48.5%

50.4%

52.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

重要だと思わない

その他

仕事と家庭の両立などの問題について相談出

来る窓口を設けること

男性の仕事中心の生き方・働き方を改めるこ

と

家事などを男女で分担するような育て方や教

育をすること

夫婦の間で十分に話し合い、家事などの分担

をすること

「男は仕事、女は家庭」などの性別による固

定的な役割分担の意識を改めること

労働時間短縮や育児に関する休暇・休業制度

を普及させること

仕事優先という社会全体の「風土」「考え

方」を改めること
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３ 育児等のための休業や休暇の利用について 

（１）育児休業を取得したことがあるか 

   （回答者数４,１２６人） 

   「取得した」と回答した職員の割合が２２．６％、「取得していない」と回答した職員の

割合が２９．５％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）－①育児休業を取得しなかった理由 

   （回答者数１,２１８人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.8%

2.3%

3.2%

4.1%

5.5%

6.7%

17.5%

25.5%

26.6%

27.3%

28.6%

31.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

その他

家事や育児をする自信がなく、取得しなかった

女性が取得することが当然と思った

昇進に影響があるのではと不安に思った

復帰後の職場や仕事の変化に対応できなくなると思った

育児休業の制度を知らなかった

取得したかったが、職場の雰囲気で取得できなかった

取得すると収入が減少するので取得しようとは思わな

かった

取得したかったが、周囲の職員に負担をかけるため取得

できなかった

配偶者や両親等のサポートがあり、育児休業を

取得する必要を感じなかった

取得したかったが、業務多忙で取得できなかった

男性で取得している人が周囲にいなかった

40.6%

12.3%

22.6%

5.8%

43.3%

29.5%

50.5%

37.0%

42.0%

3.1%

7.4%

5.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

取得した 取得していない

育児休業の取得対象の子どもがいない 制度がなかった



- 46 - 

 

（２）「出産補助休暇」及び「父親育児休暇」の取得状況 

   （回答者数２,５８５人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）－①「出産補助休暇」及び「父親育児休暇」を希望の日時に取得できなかった又は合計取

得日数が５日未満となった理由 

   （回答者数５２５人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.2%

6.1%

9.5%

44.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

取得しなかった・覚えていない

５日以上取得できたが、希望どおりの

日にちでは取得できなかった

５日以上取得できなかった

５日以上取得でき、希望どおりの日に

ちで取得できた

21.3%

9.7%

15.0%

34.7%

62.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

上司の理解がないから

職場の理解や協力が乏しいから

仕事を優先して考えたから

業務多忙のため
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（３）（男性職員）子の出生後８週間以内に育児のための休みを取得したか 

   （回答者数２,５９３人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）－①子の出生後８週間以内に育児のための休みを取得しなかった理由 

   （回答者数３３９人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.3%

8.3%

11.8%

17.7%

21.8%

25.4%

50.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

上司の理解がないから

必要がないと思ったから

職場の理解や協力が乏しいから

制度がなかった

仕事を優先して考えたから

業務多忙のため

49.8%

5.7%

12.5%

32.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

取得しなかった・覚えていない

1週間から13日以内の期間を取得した

2週間以上取得した

6日以内の期間を取得した
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（４）直近１年間に介護を必要とする家族かいるか 

   （回答者数４,１７１人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）－①（介護を必要とする家族がいる職員）介護休暇を取得したか 

   （回答者数９１９人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77.6%

0.4%

0.9%

2.0%

2.9%

7.7%

8.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

介護休暇・介護時間・短期介護休暇を

取得していない（しなかった）

介護時間を十分な期間取得している

（した）

介護時間を取得している（した）が、

十分な期間ではない

介護休暇を取得している（した）が、

十分な期間ではない

介護休暇を十分な期間取得している

（した）

短期介護休暇を十分な期間取得してい

る（した）

短期介護休暇を取得している（した）

が、十分な期間ではない

77.8%

0.5%

1.2%

2.2%

3.0%

15.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

いない

いる（配偶者等）

いる（子）

いる（その他）

いる（同居している、父母（配偶者等

の父母も含む））

いる（別居している、父母（配偶者等

の父母も含む））
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（４）－② 介護休暇等を十分な期間取得しなかった理由 

   （回答者数８０１人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 職場における女性活躍推進について 

（１）今後の女性登用についてどう考えるか 

   （回答者数４，１１０人） 

「性別に関わらず、適材適所で、能力のある職員を管理職に登用すべき」と回答した職員

の割合が７８．２％と最も高く、「管理職に占める女性職員の割合は充分であり、現状の数

値を維持するべき」と回答した職員の割合は２．６％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.2%

2.1%

2.4%

2.9%

7.0%

7.4%

23.2%

28.3%

32.5%

37.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

その他

人事評価や昇任の影響を心配している（した）から

上司の理解がないから

職場の理解や協力が乏しいから

介護に係る休暇制度を知らない（知らなかった）から

収入が減ることを心配している（した）から

職場に迷惑をかけてしまうと思い、遠慮している（した）

から

業務が忙しい（忙しかった）から

年次有給休暇や他の特別休暇を取得している（した）から

介護サービス等の利用や他に介護を担う親族等がおり、必

要がない（なかった）から

81.3%

76.2%

78.2%

14.7%

19.0%

17.4%

2.0%

3.0%

2.6%

2.0%

1.7%

1.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

性別に関わらず、適材適所で、能力のある職員を管理職に登用するべき

管理職に占める女性職員の割合は職員全体の男女構成比と同程度まで登用を進めるべ

き

管理職に占める女性職員の割合は充分であり、現状の数値を維持するべき

その他



- 50 - 

 

（２）女性登用の障壁になっていると考えるもの 

   （回答者数４，１８０人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）仕事の分担に関する性別の差について、どのように感じているか 

   （回答者数４，２０４人） 

「性別で仕事の分担に差はない」と回答した職員の割合が７０．８％と最も高く、次いで

「男性の方が困難な仕事をしている」が１５．６％、「女性の方が困難な仕事をしている」

が１．２％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2%

6.0%

7.3%

14.7%

18.2%

34.0%

59.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

上司が男性に期待している

女性が能力を発揮する機会が少ない

女性に幅広い業務経験の機会を与えていない

障壁となっていることは特にない

女性自身に管理職への昇任の意欲が少ない

家庭責任（家事・育児・介護）を女性が担っ

ており、時間外勤務等の対応が制限される

75.9%

68.0%

70.8%

9.5%

19.2%

15.6%

1.9%

0.8%

1.2%

12.7%

12.1%

12.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

性別で仕事の分担に差はない 男性の方が困難な仕事をしている

女性の方が困難な仕事をしている わからない
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（４）昇任についてどう感じているか 

   （回答者数４，１９７人） 

「性別で昇任の早さに差はない」と回答した職員の割合が４５．６％と最も高く、次いで

「男性の方が、昇任が早い」が１３．６％、「女性の方が、昇任が早い」が８．７％となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人事異動についてどう感じているか 

   （回答者数４，１９１人） 

   「女性の方が異動の希望について配慮されている」と回答した職員の割合が３６．１％と

最も高く、次いで「性別で異動の希望に係る配慮に差はない」が２９．３％、「男性の方が

異動の希望について配慮されている」が０．８％となった。 

 

 

39.0%

49.6%

45.6%

19.9%

9.9%

13.6%

3.7%

11.6%

8.7%

37.4%

28.9%

32.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

性別で昇任の早さに差はない 男性の方が、昇任が早い

女性の方が、昇任が早い わからない
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５ 働きがい（やりがい）に関する意識について 

（１）現在の担当業務に、働きがいを感じているか 

   （回答者数４，１９９人） 

「どちらかと言えばそう思う」と回答した職員の割合が４３．０％と最も高く、次いで「ど

ちらともいえない」が２３．８％、「どちらかといえばそう思わない」が１２．９％となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）働きがいを感じている又は感じていない理由 

   （回答者数４，１２４人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.1%

10.5%

10.9%

42.1%

44.9%

43.0%

13.4%

11.7%

12.9%

10.2%

8.0%

9.5%

23.2%

24.8%

23.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

男性

女性

総計

とてもそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない 全くそう思わない

どちらともいえない

9.2%

12.0%

17.8%

21.4%

19.8%

23.2%

32.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

その他

現在の仕事を進める上で、スキル・経験が

生かせていない

県民福祉の向上に貢献している実感がない

自身が成長している実感がない

県民福祉の向上に貢献していると実感でき

ている

自身の成長を実感できている

現在の仕事を進める上で、スキル・経験を

生かせている
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（３）現在、ワーク・ライフ・バランスを図れているか 

   （回答者数４，２２１人） 

「ほぼ良いと感じ、まあまあ満足している」と回答した職員の割合が４５．９％と最も高

く、次いで「どちらともいえない」が２２．３％、「バランスが少し悪いと感じ、満足とはい

えない」が７．８％となった。 

 

 

 

（３）－①ワーク・ライフ・バランスを図れていない理由 

 （回答者数８８７人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.2%

27.3%

29.9%

49.5%

55.1%

59.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

長時間労働が当たり前とされる文化が根付い

ている

多忙や職場の雰囲気から、休暇が取りにくい

配属される部署によって、忙しさが大きく異

なる

業務が多岐にわたり、特に繁忙期に業務量が

急増する

適切な人員配置がされておらず、一人当たり

の業務量が増加し、残業がある
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（４）自分の能力を十分に発揮できる仕事・機会を与えられているか 

   （回答者数４，１９３人） 

「どちらかといえば与えられていると思う」と回答した職員の割合が４１．４％と最も高

く、次いで「どちらともいえない、わからない」が３１．４％、「与えられていると思う」が

１６．７％となった。 

 

 

 

 

 

（４）－①能力を発揮できる仕事・機会を与えられていないと考える理由 

   （回答者数４４０人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24.3%

12.5%

21.1%

31.8%

41.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

技術職や専門職なので、昇進のポストが

限られている

自分のスキルを向上させるための教育や

研修の機会が十分に提供されていない

定期的な異動のため、専門性を深める時

間がない

ルーティンワークや規則に従った業務多

く、独自のアイディアを発揮する機会が

少ない
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（５）働きがいを感じるために重要なもの 

   （回答者数４，２１２人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）どのような職員になりたいか 

   （回答者数４，１９１人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2%

4.8%

4.9%

6.5%

15.3%

18.1%

22.8%

26.8%

28.6%

41.6%

54.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

仕事でミスをしないことを心掛け、チャレンジはせ

ずに前例踏襲した仕事をする

わからない

負担を感じる業務を出来る限り避ける

仕事よりもプライベートを優先する

自己研鑽に励み、高い志をもつ行政のプロとして仕

事をする

より高い倫理観と人権感覚を有し、公平・公正に行

動する

前例にとらわれず、改革の意識を持ち続ける

積極的・意欲的に仕事を進め、チャレンジ精神を持

ち続けている

仕事に対する問題意識を持ち、業務改善を積極的に

する

ワーク・ライフ・バランスを重視し、頑張りすぎな

い程度で仕事をする

6.1% 

14.1%

23.1% 

29.7% 

32.1% 

32.3% 

39.4% 

50.0% 

65.3% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 

その他 

本人にキャリアデザインを考える機会を与えるた

め、研修の実施やキャリアパスに関するロール

若手職員に対して、 OJT 等で職務内容の理解を深 

める取組みをすること 

階層別に職員に求められる能力をそれぞれの職員

が認識すること 

これからの時代の働き方に即したオフィス環境を

整備すること 

適切な人事評価を行い、昇格・昇給・表彰など本

人にわかりやすく示すこと 

異動やキャリアに関して、本人の希望を反映させ

ること 

労働時間の短縮や働き方の柔軟化など、ワーク・

ライフ・バランスの充実に取り組むこと

職場における円滑な人間関係やコミュニケーショ

ンが活性化していること 

モデルを示すこと 
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（７）福岡県庁の職場環境で不十分と思うもの 

   （回答者数４，１６０人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）昇進についてどう考えるか 

   （回答者数３，９０８人） 

「どちらともいえない、わからない」と回答した職員の割合が４０．８％と最も高く、次

いで「どちらかといえば昇進したい」が２０．６％、「どちらかといえば昇進したくない」が

１７．４％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3%

10.8%

8.8%

13.5%

24.6%

20.6%

40.5%

41.1%

40.8%

22.3%

14.6%

17.4%

18.3%

8.9%

12.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

女性

男性

総計

昇進したい どちらかといえば昇進したい

どちらともいえない、わからない どちらかといえば昇進したくない

昇進したくない

11.8%

12.7%

25.1%

25.5%

25.6%

34.8%

42.9%

46.2%

50.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

自分自身が主体となって構築できるキャリアデザイン

ハラスメントのない、円滑な人間関係やコミュニケーショ

ン

適切な人事評価及び処遇への反映

執務室内の整理整頓及びペーパーレス化

仕事と家庭の両立の実現

時間外勤務縮減の取組

業務効率化のための設備（空調や照明の改善、フリーアド

レスに対応したデスク、在宅勤務に適応したパソコン等）

業務効率化のための意識改革
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（８）－①昇進したくない理由 

   （回答者数１，１０９人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）どのような支援があれば昇進に前向きになれるか 

   （回答者数３，８４１人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.7%

4.1%

15.9%

24.4%

41.4%

46.5%

49.4%

64.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

職場内における人間関係が壊れそうだから

現在の職務や収入に満足しているから

健康面に不安があるから

仕事以外のプライベート時も仕事のことを

考えなければならないから

自身の職務経験やスキルに不安があるから

仕事と家庭の両立が難しそうだから

昇進すると議会対応や上司に対するレクな

ど責任や負担が重くなるから

9.5%

13.8%

16.6%

16.7%

17.0%

17.1%

25.5%

35.4%

42.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

相談体制の整備・充実

職員自身のキャリアに対する意識啓発

多様な職務経験の付与

目標となるモデルの掲示

昇進に前向きなることはない

多様な働き方に対する職員の意識啓発

昇進後のフォローアップの充実

家庭の事情を踏まえた配属や異動時期の配慮
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（10）県職員としての誇りや使命感をもって仕事に取り組んでいるか 

   （回答者数４，１９２人） 

「少しそう思う」と回答した職員の割合が４１．１％と最も高く、次いで「そう思う」が

３７．０％、「どちらとも言えない」が１４．１％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）－①仕事に誇りや使命感を感じていない理由 

   （回答者数８０８人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.2%

37.0%

37.0%

40.8%

41.3%

41.1%

16.2%

12.8%

14.1%

4.1%

5.5%

5.0%

1.6%

3.4%

2.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない そう思わない

20.3%

13.0%

25.6%

29.5%

29.7%

29.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

その他

職場におけるコミュニケーションが不足し

ていることや上司・同僚との関係が悪い

努力や成果が適切に評価されない

自分自身のスキルや経験不足のため、県民

福祉の向上に十分に応えられていない

県庁全体が誇りや使命感を持って取り組ん

でいない

ルーティンワークが多く、仕事のやる気が

出ない
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（11）いつまで県庁に勤めたいか 

   （回答者数３，９２１人） 

「定年（６５歳）まで勤めたい」と回答した職員の割合が３８．６％と最も高く、次いで

「定年（６５歳）より前に、機会があれば辞めたいと思っている」が３２．４％、「わからな

い、決めていない」が１８．８％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）－①1年以内又は数年以内に辞めたいと考える理由 

   （回答者数１，４９３人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35.1%

40.6%

38.6%

34.3%

31.5%

32.4%

9.3%

7.2%

8.0%

1.8%

2.5%

2.2%

19.6%

18.2%

18.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

定年（６５歳）まで勤めたい

定年（６５歳）より前に、機会があれば辞めたいと思っている

数年以内（５年程度）のうちに辞めたい

１年以内に辞めたい

わからない、決めていない

29.4%

6.4%

11.7%

12.0%

19.7%

22.3%

23.1%

24.4%

34.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

その他

自分の仕事ぶりが周囲の人に評価されない

から

仕事を進める上で自分のスキル・経験を生

かせないから

ハラスメント等、職場・人間関係の環境が

悪いから

今後キャリアアップできる展望がないから

収入が少ないから

仕事と家庭の両立が難しいから

長時間労働が常態化しているから

もっと魅力的な仕事につきたいから
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６ 年次休暇について 

（１）自身の職場は年次休暇を取得しやすいか 

   （回答者数４，１５３人） 

「業務執行体制の工夫等により、取得できる状況にある」と回答した職員の割合が４４．

０％と最も高く、次いで「積極的に取得できる状況にある」が４０．０％、「業務が忙しく取

得しにくい状況にある」が１３．３％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）１０日以上の連続休暇の取得状況 

   （回答者数４，０３４人） 

「職場の執行体制を工夫して、２回以上の取得を予定しており、既に１回以上取得した」

と回答した職員の割合が２７．４％と最も高く、次いで「連続した休暇よりも、１日単位で

取得したい」が２２．６％、「取得したいが、業務が忙しく取得できない」が２０．６％とな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.4%

41.5%

40.0%

47.0%

42.2%

44.0%

12.7%

13.7%

13.3%

1.4%

1.6%

1.6%

1.4%

1.0%

1.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

積極的に取得できる状況にある

業務執行体制の工夫等により、取得できる状況にある

業務が忙しく取得しにくい状況にある

職場の雰囲気により、取得しにくい状況にある

その他

20.9%

36.8%

27.4%

15.1%

13.7%

14.5%

21.7%

18.9%

20.6%

17.6%

11.0%

14.9%

24.6%

19.7%

22.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

出先

本庁

総計

職場の執行体制を工夫して、２回以上の取得を予定しており、既に１回以上取得した

職場の執行体制を工夫したが、今のところ１回の取得しかできない

取得したいが、業務が忙しく取得できない

連続休暇を取得する必要性を感じない

連続した休暇よりも、１日単位で取得したい
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（２）－①１０日以上の連続休暇を取得するために行った工夫 

   （回答者数９７４人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）年次休暇の取得を促進するために有効と思う施策 

   （回答者数４，１９０人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.2%

9.9%

26.8%

46.4%

55.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

特に工夫していない

業務の引継ぎを行い、担当者以外でも

対応出来るようにしている

一定期間の不在を前提とした業務の進

捗を図っている

職場で休暇期間があまり重複しないよ

うに調整している

8.6%

4.4%

8.9%

13.6%

15.4%

19.3%

27.6%

32.0%

54.6%

61.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

特になし

年次休暇取得推進月間の設定

年次休暇計画表の作成・実施

職員やその家族の記念日における年次休暇促進

GW期間、夏季等における連続休暇の取得促進

管理職員の意識改善（職員に年休取得を促す、

自ら率先して年休を取得する等）

職員の意識改善（業務の調整を図り計画的に年

休取得に努める等）

業務執行体制の工夫や見直し

業務の見直しや削減
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７ 時間外勤務について 

（１）現在の職場でどの程度時間外勤務を行っているか 

   （回答者数４，１９４人） 

「ほとんどない」と回答した職員の割合が５３．３％と最も高く、次いで「週２～３日程

度」が２０．１％、「週１日程度」が１４．９％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）－①時間外勤務を週４日以上行っている理由 

   （回答者数４８７人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3%

3.3%

3.3%

8.2%

8.4%

8.3%

16.0%

22.5%

20.1%

15.2%

14.8%

14.9%

57.4%

51.0%

53.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

週５日以上 週４日程度 週２～３日程度 週１日程度 ほとんどない

9.2%

3.7%

6.0%

8.8%

13.1%

46.4%

89.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

上司が帰らず、帰りにくいため

周りの職員が残業しており、早く帰り

にくい雰囲気があるため

きりのよいところまで業務を行うため

時間外に業務を行った方が、業務がは

かどるため

急を要する業務が多いため

時間外勤務を行わないと業務が回らな

いため
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（２）全庁的に実施している時間外勤務縮減の取組について実感しているか 

   （回答者数４，１０５人） 

「縮減しているがどうかわからないが、職場全体で取り組んでいる実感がある」と回答し

た職員の割合が３０．０％と最も高く、次いで「実際に縮減しており、職場全体で取り組ん

でいる実感がある」が２１．４％、「異動して職場が変わったのでよくわからない」が１３．

８％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）時間外勤務縮減のために有効と考える施策 

   （回答者数４，１９３人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.1%

1.6%

1.9%

3.9%

7.9%

9.2%

12.4%

18.7%

20.0%

22.6%

27.8%

31.3%

53.6%

66.7%

67.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他（自由意見）

職員研修の充実

特になし

時間外勤務上限規制の周知

出退勤登録システムを用いた適正な勤務時間…

業務実施に係る部局への権限移譲

定時退庁日の強化

職場における時間外勤務縮減の雰囲気づくり

RPAなどデジタルツールを活用した業務効率化

管理職員の意識改善

職員の意識改善

組織体制の見直し

業務執行体制の工夫や見直し

業務の見直しや削減

定数増・配置の見直し

17.8%

23.6%

21.4%

6.8%

9.6%

8.6%

32.7%

28.6%

30.0%

12.9%

12.2%

12.5%

13.7%

13.7%

13.7%

16.1%

12.3%

13.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

実際に縮減しており、職場全体で取り組んでいる実感がある

縮減していないが、職場全体で取組んでいる実感はある

縮減しているかどうかわからないが、職場全体で取り組んでいる実感がある

縮減していないし、職場全体の取組である実感もなく、何も変わっていない

縮減の取組の声掛けだけで、逆に仕事がしづらくなった

異動して職場が変わったので、よくわからない
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（４）（本庁勤務職員）出退勤登録システムはサービス残業の防止に繋がっていると思うか 

   （回答者数１，７０２人） 

「サービス残業の防止に繋がっている」と回答した職員の割合が５０．４％、「サービス

残業の防止に繋がっていない」と回答した職員の割合が１４．３％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）－①出退勤登録システムがサービス残業の防止に繋がっていると思う理由 

   （回答者数８５７人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.1%

23.1%

35.1%

49.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

職場で声を掛け合い、必要以上の時間外勤務をし

ない雰囲気が生まれている

上司による適切なマネジメントが行われている

命令時間を意識し、早く帰ることを心がけるよう

になった

48.5%

51.5%

50.4%

15.9%

13.4%

14.3%

35.6%

35.1%

35.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

サービス残業の防止に繋がっている サービス残業の防止に繋がっていない

わからない
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（４）－②出退勤登録システムがサービス残業の防止に繋がっていないと思う理由 

   （回答者数２４３人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 多様な勤務形態について 

（１）勤務間インターバルを確保できているか 

   （回答者数４，１３０人） 

「毎日できている」と回答した職員の割合が７６．５％と最も高く、次いで「ほぼ毎日で

きている」が１８．４％、「全くできない」が２．６％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.0%

6.6%

9.9%

23.0%

71.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

上司からの命令がなく、やむを得ずサービス

残業をしている

命令がなく残業することが当たり前の雰囲気

がある

命令時間が過ぎても仕事に追われて、早く帰

らないといけないという意識にはならない

短時間（30分から１時間以内）のサービス残

業がある

79.0%

75.1%

76.5%

16.5%

19.5%

18.4%

2.1%

1.8%

1.9%

0.3%

0.8%

0.7%

2.1%

2.7%

2.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

毎日できている ほぼ毎日できている

平均して週３日できている 平均して週２日以下しかできない

全くできない
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（２）勤務間インターバルを確保できている又は確保できていない理由 

   （回答者数３，７５８人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）フレックスタイム制を利用したいか 

   （回答者数４，１５３人） 

「導入することに賛成で、是非利用したい」と回答した職員の割合が５０．７％と最も高

く、次いで「導入することに賛成だが、自分は利用することはないと思う」が２３．５％、

「どちらでもよい、わからない」が１７．８％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19.0%

0.6%

0.6%

1.0%

2.1%

5.2%

9.2%

66.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

勤務時間外に上司の指示があることが多い

周りの職員が残業しており、帰りにくい雰囲気

がある

長時間の時間外勤務を行った方が、業務がはか

どる

深夜残業をしないと業務が回らない

急を要する業務が多い

上司からインターバルを確保するように強制さ

れる

自ら仕事の進め方を意識して、インターバルを

確保するようにしている

50.7%

50.7%

50.7%

21.5%

24.7%

23.5%

8.1%

7.9%

8.0%

19.7%

16.7%

17.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女性

男性

総計

導入することに賛成で、是非利用したい

導入することに賛成だが、自分は利用することはないと思う

導入することに反対で、利用しない

どちらでもよい、わからない
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（４）フレックスタイム制を利用したい又は利用しない理由 

   （回答者数３，６４０人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ パワーハラスメントやセクシュアル・ハラスメントについて 

（１）職場におけるパワーハラスメントやセクシュアル・ハラスメントの有無 

   （回答者数４，１３８人） 

「ない」と回答した職員の割合が７８．８％、「ある」回答した職員の割合が２１．２％

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.4%

8.5%

12.1%

14.9%

19.9%

20.8%

12.5%

12.6%

31.7%

36.1%

41.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

生活のリズムが崩れると思うから

出勤日の仕事が増えて、負担感が増すから

出勤する職員が減り、県民サービスの提供に影響

が出る恐れがあるから

利用する職員と利用しない職員で、業務分担のバ

ランスが崩れると思うから

関係部署との連絡が滞るなど、業務に支障をきた

すと思うから

県庁へ就職を希望する方が増えると思うから

勉強など自己研鑽の時間が取れるから

平日に休みが取れることで、介護や育児と両立し

やすくなるから

心身ともにストレスが減ると思うから

プライベートに使える時間が増えるから

23.6%

19.9%

21.2%

76.4%

80.1%

78.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

ある ない
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（１）－①ハラスメントがあった際にどう対応したか 

   （回答者数８２４人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ハラスメントの防止に有効であると考える施策 

   （回答者数４，１３３人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.9%

5.5%

9.5%

12.5%

20.1%

31.2%

50.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

職員団体・労働組合に相談した

相談窓口に相談した

直接抗議した

同僚に相談した

上司に相談した

何もしなかった・できなかった

4.9%

8.1%

28.0%

35.3%

41.0%

43.2%

59.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

啓発チラシ・庁内Webによる周知

職員への研修

相談体制の強化

行為者への罰則強化

管理職への研修

風通しの良い職場づくり
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１０ 昼休み時間について 

（１）（本庁職員）昼休みを 1 時間ずつずらす取組をどう思うか 

   （回答者数１，７１５人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）昼休みを 1 時間ずらす取組を継続してほしい又はしてほしくない理由 

   （回答者数１，６５１人）（複数回答） 

 

 

 

 

 

46.0%

52.0%

50.0%

15.1%

17.7%

16.8%

31.3%

23.6%

26.2%

7.6%

6.7%

7.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

女性

男性

総計

継続してほしい 同じ時間帯の、一斉取得の方が良い どちらでもよい その他

9.6%

3.0%

6.4%

12.1%

12.5%

16.9%

29.0%

61.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

エレベーターや食堂、売店の混雑具合が改善出

来ていない

同じ部内であっても複数の階にまたがるので、

部内会議等の開催に支障がある

異なる階の同僚等と昼食を一緒に取ることが出

来ない

２か月毎に時間帯が変わることが周知徹底でき

ておらず、業務に支障がある

出先事務所や民間企業等との協議にあたり、時

間調整が難しい

２か月毎に時間帯が変わることに慣れた

エレベーターや食堂、売店の混雑がある程度解

消された


